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要　　　旨
現代イギリスの農業環境政策は、政策の受け皿となる農業従事者に土地管理人としての役割を求めて
いる。この役割は現在、新たに築いていこうとするものではなく、すでに 18 ～ 19 世紀のイギリス農業
においてみられることであった。イギリスは農業環境政策の実施にあたって、この伝統的な考え方に大
きく依存している。
本稿は 18 ～ 19 世紀イギリスにおいて土地管理という概念が、どのようにして形成されたのかを検討
したものである。従来までの研究においては、土地管理に関しては共有地の利用を取り上げることが多
かった。本稿ではむしろ共有地が減少していったとされる農業革命期を対象にして、この時期の土地所
有構造や農業規模、そして囲い込みなどを再検討することによって、土地所有主体である地主、土地利
用主体である借地農という分類（伝統的な分類ではもう一つの農業労働者が入る）だけでなく、土地管
理主体である土地管理人（あるいは執事）という存在を明らかにした。
土地管理人は主に地主所領の管理を担当する専門職となっていくが、所領経営には欠かせない存在と
なっていった。19 世紀中期に生まれるイギリスの農業カレッジは、土地管理人を養成したともいえる。
地主所領は 19 世紀末頃まで土地管理人によって維持されることになるが、その後、衰退する。 しかし
ながら、土地管理という考え方は消えることなく、20 世紀になってその対象を土地という平面だけで
はなく環境という立体へと、さらに広げていく。
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１　はじめに
現代イギリスにおける農業政策は、その政策対象を農業から環境へ移している。これを端的に示し
ているのが、最近の省庁再編である。イギリスでは農業政策を担う主体である農漁業食料省
（Ministry of Agriculture, Fisheries and Food）が格下げされ、環境食料農村庁（Department for
Environment, Food and Rural Affairs）となり、これまでの農業政策に関する業務は大蔵省（Treasury、
現在の翻訳では財務省となるが、業務は日本の旧大蔵省と類似である）と通産省（Department of
Trade and Industry）へ移管された。つまり従来までの農業政策を担う省庁は消滅し、新たに環境政
策（厳密には農業環境政策）を担う機関が設置された。これによって、従来までの農業政策が実施さ
れなくなったとはいえないが、政策対象が農業から環境へ移ったことはまちがいない１）。新しい機関
は環境食料農村庁という名称で、その名称から農業という文字が消え、主に農村環境問題を担当する
一方、食品の安全性問題については環境食料農村庁とは異なる食品基準庁（Food Standards Agency）
が担当することになった。この省庁の再編は、農業政策（農産物価格政策や農業構造政策など）が農
業環境政策へと変容したことを物語っているが、農業自体の変化を反映したものでもある。
しかし、ここで問題となってくるのは、農業政策の受け皿となってきた農業経営者が、農業環境政
策の受け皿となりえるのかどうかである。端的にいえば、農業経営者が農業生産を担うのではなく、
環境保全を担う主体となりえるのかどうかということである。イギリス政府は、農業環境政策によっ
てその誘導を行っていこうとしているが、うまく機能していないのが実情である。しかしながらイギ
リスの農業環境政策の場合、受け皿にまったく目処が立たないままに政策に着手しているわけではな
い。イギリスでは伝統的に農業経営者を農村のインフラストラクチャーの維持に責任を負っている
「土地管理人」とみなす傾向がある２）。イギリスの農業環境政策は現在までのところ、この見方に多
くを負っている。農業経営者が実際に環境保全を担えるのかどうかは未知数であるが、政策当局が農
業経営者の土地管理人的な意識に多くを依存しようとしていることは確かである。
イギリスの農業環境政策が多くを依存しようとしている土地管理という意識は、18～ 19世紀に現
れる。しかし、これまでの研究においては共有地（common land）の利用については取り上げられる
ものの、土地管理、あるいは土地管理の時期として取り上げられることはほとんどなかった３）。共有
地問題と環境問題とは一般的に結びつけて論じられる場合が多いが、本稿では、むしろ共有地が崩壊
していったとされる時期を対象にしているので、共有地問題は直接的に取り上げていない４）。この時
期、とくに 18世紀後半から 19世紀前半にかけてイギリスは農業発展があった時期とされ、伝統的
に「農業革命」の時期と定義されてきた（「第二次農業革命」）５）。しかし農業革命の時期については、
1960年代以来、論争が繰り返され、研究の進展とともに、農業革命の時期は不確定なものとなって
いる。近年、強調されるようになったのは、1750年以後というよりもむしろ、かなり以前に変化が
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起こったのではないかという見解である。つまり産業革命と農業革命とは、ほぼ同時期に並行的に進
行したという説は、否定的な見解に変わっている。しかし、たとえ農業革命に匹敵する現象が、かな
り以前からみられる長期的な傾向を示していたとしても、18～ 19世紀に農業産出量は増加したとい
う展開があったことは確かであり、土地の囲い込み、条播機の導入、輪作体系の確立、家畜品種の改
良などが、農業に大きな影響を及ぼしたことはまちがいない。イングランドとウェールズの人口は、
1750年の約 630万人から 1850年の約 1,800万人へと約３倍に増加している６）。この増加した人口を
養うことが可能となったのは、一部には農産物輸入に負っているものの、国内農業の産出量の増加に
多くを負っている。18世紀後半から 19世紀前半にかけてイギリス農業において、産出量が大幅に増
加したことは、ほぼ議論の余地がない７）。
農業産出量が増加する一方で、土地所有構造は変化したのであろうか。1873 年に作成された
Return of Owners of Land ８）によれば、3,000エーカー以上の土地を所有する大地主が 1,688家族
（全土地所有者の 0.2パーセント）存在するが、この家族の所有地が国土全体の約 43パーセントを占
めている。さらに 300～ 3,000エーカーの土地を所有するジェントリィは約 12,000家族（全土地所
有者の 1.2パーセント）存在し、この家族の所有地が国土全体の約 26パーセントを占める。つまり
これらを合計した約 14,000家族（全土地所有者の約 1.4パーセント）によって国土全体の約 70パー
セントが所有されるという状況にあった。このような構造は 19世紀後半にいたって急激に生まれた
とは考えられない。したがって、すでにそれ以前からこのような土地所有構造が生まれ、おそらくこ
の土地所有構造が形成される過程で農業発展がもたらされたと考えられる。伝統的な見解では、土地
の囲い込みによって、いわゆる大農が出現し、それによって土地および労働生産性が向上したと説明
されてきた。しかしながら、その一方で産出量の増加をもたらした資本家的農業者は借地農であって、
土地所有者である地主ではないとされてきた。つまり伝統的な見解は、土地の所有と利用とはほぼ一
体となっていたことを前提にしている。なぜなら所有と利用とが分化しているとすれば、地主が土地
を集積する目的と、借地農が農業生産性を上昇させる目的は、必ずしも合致しないと考えられるから
である。借地農の出現によって土地の所有と利用が分化したとすれば、囲い込みはなぜ起こったので
あろうか。あるいは、囲い込みを前提とする新農法の導入は、なぜ進行したのであろうか。
このように農業産出量の増加と土地所有構造とを重ね合わせた場合、大きな問題に直面する。おそ
らくこれまで見落とされてきた点、とくに土地の管理をめぐる議論があまりなされなかったためでは
ないかと考えられる。本稿では、まず土地の所有と利用という点から従来までの「農業革命論」９）を
再検討する。そして次に、所有主体である地主と利用主体である借地農との関係について、その所有
規模と経営規模という点を通して考えていく。そして最後に、土地の所有と利用とを結びつけている
と考えられる土地の管理を取り上げ、それがどのように展開し、どのように維持されていったのかを
明らかにしていきたい（なお本稿では人名は基本的にカタカナ表記と英語表記を並列しているが、地
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名は煩雑さを避けるためカタカナ表記にとどめている）。
２　農業革命論の展開
19世紀後半以降に考察された産業革命と農業革命との関連づけは、当時のイギリス経済全体の変
動を背景に導き出されたものである。トインビー（Arnold Toynbee,1852-1883）は著書 Lectures on
the Industrial Revolution of the Eighteenth Century in England ( London, 1884) において「農業革
命は、18世紀末に起こった産業の大変動において、工業の革命と同様に、大きな役割を演じている」
と述べる 10）。農業技術や組織の変動が起こったのは、工業国イギリスの都市の膨張を支えるために、
農業構造が急激に変わり、土地からの産出物が増加したためであるとされた。 農業革命に関する研
究者は、agrarian revolution という用語によって、それを表現した。マルクス（Karl Marx,1818-1883）
は農業革命という表現によって、16世紀末において囲い込みの進展、牧羊業の拡大、農産物価格の
上昇、長期借地の増加などが起こることによって「資本家的農業者」階層が生まれ、労働者から財産
を奪ったことを示した 11）。トインビーは、囲い込みの重要性を強調し、地主層の関心が新農法の導
入への体制を整えることに集中していたという点で、マルクスと同じ見解であった。しかしマルクス
と異なっていた点もある。それはこれらのことが活発に行われた時期は、1760年以降であったと主
張した点であった。トインビーは農業革命を「耕作における共有地体制の崩壊、つまり、大規模な共
有地と荒れ地の囲い込みや小農から大農への整理統合」12）に関連したものであるとみなした。
このような農業革命論が議論された頃、イギリスの歴史研究者は 19世紀末当時の農業不況問題に
対する解決策を見出すことに大きな関心をもっていた。当時の農業不況の特徴は、1870年代初頭に
はじまり 1896年まで続く農産物価格の下落傾向であった。多くの著書によれば、この不況は直接的
には大所領や大農に原因があるとされ、その解決策は小農の確立や、より集約的な農業を確立するこ
とであるとされた 13）。そして小保有地の重要性が強調され、大所領に基づく農業を排除し、あるい
は、大農や裕福な借地農をめざそうとする農業を阻止することが強調された。その代表的なものは
1911年のハモンド夫妻（J.L.and Barbara Hammond）による著書である。この著書によれば、議会囲
い込みは、社会的弱者をだますために、大地主によって行われた大規模な詐欺であったという。「追
い立てられた農民」のイメージは実態に乏しいものであったものの、このようなイメージ上の農民の
復活こそが、農業回復の手段であるとされたのである 14）。
この一方で、産出量増加の技術的な側面に興味をもつ歴史研究者もいた。土地保有形態の再編は農
業産出量を引き上げたのかもしれないが、もし農業産出量の増加が実際に起こったことであれば、も
っと根本的な変化が必要とされたはずであるという。土地保有形態と農業技術との関連は、1912年
にプロセロ（Rowland Prothero,1851-1937、1919年に Lord Ernleの爵位を授与）によって考察され
た。プロセロは、多くの先駆的な農業革新者がイギリス農業変革の担い手となり、大農や大資本の展
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開を擁護し、この結果、農業革命が起こったと述べた。したがって、大規模な農業をもたらした囲い
込みは、農業資本家や生産的な農業を刺激したという点で、望ましいことになる 15）。プロセロは着
実に新しい都市労働者が生み出されたと語り、イギリス農業がやっと中世の束縛から解き放たれたの
は、ほぼ 1760年以降であったと記した 16）。
プロセロの農業革命論は、二つの特徴をもつ。すなわち 1760年以降の議会囲い込み運動の重要性
を強調した点と、新作物（とくにカブとクローバー）・新輪作体系・家畜の改良品種の導入を強調し
た点である。プロセロにとって農業発展は、進歩的な地主が推進したものであった。とくにノーフォ
ークの地主の事例をあげ、カブを栽培し、播種機を使い、雑草を除去するために犂を用い、牧草を増
やすためにクローバーを育てたという技術的な特徴を語った。農民は、多くの家畜を肥育することに
よって、より多くの堆肥を得ることができ、それが穀物作における産出量の増加をもたらした。プロ
セロは「先駆者たちが先導し例示した改良はイングランドにおいて、ナポレオン戦争の圧迫による追
加的な税金の負担を可能にし、拡大する大商業地を養うことを可能にした。それは他国からの食料供
給が望めない時期に、あたかもマジックのように行われた」17）と説明する。
議会囲い込みについてプロセロは強調していたものの、プロセロの著書が刊行された当時すでに囲
い込みの役割について、疑問が投げかけられていた 18）。しかしプロセロの著書は約半世紀にわたっ
てイギリス農業史の分野における教科書であり続け、再販が重ねられたが、1961年の第６版におい
てはじめて、この著書の欠点が指摘された。第６版には、ファシル（G.E. Fussell）とマックレガー
（O.R.Macgregor）によって著された批判的な序文が掲載された。そこでプロセロが見落とした様々の
史料（プロセロは農書や文書類に依拠し、農業記録 19）をあまり使用していない）が示され、囲い込
みと農業改良とが、あまりにも単純に結びつけられていることが指摘された。さらに、プロセロは多
くの技術革新が起こったのは 1760年あるいはそれ以降であるとしていたが、技術革新はおそらく実
際にはその一世紀以前に起こっていたことが、多くの史料によって明らかにされた 20）。ジョーンズ
（E.L.Jones）によれば、「17世紀中期から 18世紀中期までの間に、イギリス農業は比較的限定され
ていた市場とは不釣り合いな技術の変動を経験した」21）のであった。
この主張を受けて、1966 年に農業革命に関する新しい見解が出される。それはチェンバース
（J.D.Chambers）とミンゲイ（G.E.Mingay）によって示された。チェンバースとミンゲイはその著書
の４分の１を 18世紀中期以前の時期に割いて、農業改良が急激に進行したわけではないことを示し
た 22）。ミンゲイは 1700～ 1850年という時期を、それ以前から継続的に起こっていた農業改良が頂
点に達した時期であるとみなした 23）。ほとんどの歴史研究者は農業産出量の増加が、19世紀の人口
増加や農村から都市への労働力移動と、ほぼ一体となって起こったとみなしているので、チェンバー
スとミンゲイは、農村社会がこれらの変動への対応をあらかじめ準備していなければ、発展は起こら
なかったであろうと主張した。チェンバースとミンゲイは 1760年以前の展開に注目し、この時期に
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18世紀後半と 19世紀前半における農業産出量の増加をもたらした技術革新が起こったと指摘した。
この指摘がなされてから、農業における重要な変化は、17世紀中期頃から長期間にわたって次第に
起こり、プロセロが考えたように、1760年以降に急激に起こったわけではないという見解がとられ
るようになった 24）。
チェンバースとミンゲイの著書による指摘に加えて、農業の多様性は地域差によってもたらされて
いるという見解が現れる 25）。そして農業変動は地域差のあるものであり、その変動過程は長期間を
要したと記述されるようになる。たとえばイースト・アングリアでは、農業改良技術やその伝播のな
かには、1580年代という早い時期に現れたものがある一方で、イングランド北西部ではそれらは
1750年以降であった。1750年以前の展開については、1984～ 85年に刊行されたサースク（Joan
Thirsk）による編著書 26）によって、各地域の状況が詳細に著されている。この編著書は、かなり早
い時期から農業変動が現れたという研究成果であるが、トムソン（F.M.L.Thompson）によれば、
1815年頃までに共有地の囲い込み、輪作の改良、家畜品種の改良の過程が、ある一定の段階に達し
ていた。すでにこの時期に農民は自分の農業経営において、自給飼料や堆肥という副産物に頼るとい
うよりも、購入した飼料や肥料を使い始めていたのである。さらにトムソンによれば、1840年代頃
から圃場排水と新たな農場の建設とが加わり、耕作地が拡大し、粘土質土壌地域の一部では排水改良
が進展したことによって 19世紀の第３四半期において農業革命が起こった 27）。トムソンの論文以後
の 1970年代に発表された多くの論文では、農業革命の時期が拡大されて 1560～ 1880年となる。発
表論文によれば、すでに 1500年代に新技術が生まれていたが、それはすぐに伝播することなく、
1660～ 1760年の間に伝播があったとされる。そしてその後、1820年頃あるいはそれ以降に、一連
の主要な技術革新が起こったとされた。現在のイギリス農業を特徴づけている新作物の導入や農法の
伝播、そして多様な農業体系の結合は、短期間に急激に起こったものではない。変動はゆっくりと現
れ、しかも地域によって異なっていた。
農村社会の基本的な課題は、人口を養うことであるとすれば、これが農業革命を定義する場合の重
要な基準とされることもある。ケリッジ（Eric Kerridge）が 1550～ 1750年に農業革命が起こったと
主張しているのは、この時期に人口が約２倍となったという推計に基づいている。ケリッジの主張と
同様に、チェンバースとミンゲイが 18世紀中期から 1880年頃までの間に農業革命が起こったとい
う場合も、1850年頃にはその一世紀前と比較して、約 1,200万人の人口増加があったという点に基
づいている。これは一部には農産物輸入によって可能となったことであるものの、国内農業の産出量
のかなりの増加を反映したものであった。
以上のように、産業革命の研究とほぼ並行して始まり、19世紀末のイギリス農業不況を背景に生
まれた農業革命に関する研究は、土地所有の側面、技術的な側面、時期的な側面、地域的な側面など
様々な側面で議論が展開されたが、ほとんどの議論に共通しているのは農業産出量にかなりの増加が
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あったという点である 28）。従来までの議論によって、農業産出量の増加については十分に説明され
てきた。しかしながら、なぜ技術革新が起こり、なぜ囲い込みが起こったのかとなると、いまだ説明
は不十分である。たとえば、地主による土地所有にしても、前述のように農業産出量の増加のみを目
的に行動していたわけではない。それではなぜ技術革新は起こったのであろうか、なぜ囲い込みは行
われたのであろうか。
まず技術革新についてである。プロセロの見解では技術革新は地主によって始められた。プロセロ
はノーフォークのコーク（Thomas William Coke）、ウーバーンのベッドフォード公爵（Duke of
Bedford）、ペットウォースのエグレモント伯（Earl of Egremont）のような地主の役割を強調する。
地主は農業共進会や農業協会の後援者として、また農業界を代表する法律制定の推進者として重要な
役割を果たした。しかし一方で、自分たちの所有地の農業に、ほとんど関心を示さない地主が多くい
たことも確かである。たとえばリンカンシアのリンゼーでは、ほとんどの地主は農業改良に関心を示
さなかった。農業著述家のカード（James Caird,1816-1892）によれば、1850年代のオックスフォー
ドシアでは「地主は農業にほとんど関心がない。地主のなかに、実践的に農業を熟知しようとか、あ
るいは、それに携わろうとする者はほとんどいない」とされている 29）。農業に関心がない地主がい
る一方で、地主が不在であるのは農業の荒廃をもたらす原因とされている場合もあった。もっとも地
主が不在であれば、農業が必ず荒廃するというわけでもなかった。実際には有能な所領管理人（land
agent）が農業を推進し、農業経験のない消極的な在村地主が着手するよりも効率的な農業を行って
いるところもあった 30）。結局、農業の技術革新をするかどうかは、非常に少数の地主、所領管理人、
借地農に依拠していた。地主は関わっていたとしても、おそらく非常に限られた数であり、多くは所
領管理人と借地農に依存していたと考えられる。18～ 19世紀を通して執事（steward）の地位は所
領管理人として一般的に認められたものとなっていた。執事は、18世紀には地主の間で不誠実だと
いう評判があったにもかかわらず、19世紀になって積極的に農業改良を受け入れる役割を果たし、
それは地主から好意的に受け取られていた 31）。さらに実際に技術革新に携わった借地農も、重要な
役割を果たした。たとえばノーフォークのコークが行った技術革新の実績は、借地農にかなり依存し
ていた 32）。しかしながら、ここで重要な問題は、なぜ借地農が、より効率的で生産的な手段を用い
て保有地で働くようになったのかという点である。それは単に価格メカニズムが働いた結果にすぎな
いのか、あるいは、イギリスの地主と借地農との結びつきには何か特徴があるのかという問題であ
る。
1650～ 1750年頃にはイギリスのみでなくヨ－ロッパ全体で、穀物価格は停滞し下落しさえした。
しかしオランダとイギリスという二つの国は、このような状況下で進歩的な農業が出現した。コ－ル
マン（D.C.Coleman）は、1650～ 1750年の農業生産性の進歩は、イギリスの経済行動がヨ－ロッパ
諸国から逸脱していた結果であると述べている 33）。しかし農産物の価格下落という状況下で、イギ
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リスの借地農はどのような行動をとったのであろうか。イギリスの借地農は穀物価格の下落に対して、
その生産の重点を畜産へと移すことによって、所得を補おうとした。しかし畜産では飼料が必要とな
るので、むしろ穀物生産の増加という皮肉な結果をもたらした。穀物を飼料として導入することによ
って、農民はさらに多くの家畜を飼育することができるようになった。そして多くの家畜はより多く
の厩肥をもたらし、それはより肥沃な土壌をもたらした。飼料作物は、穀物生産を増加する目的で導
入されたわけではなかったが、実際に穀物があまりとれなかった三輪作体系とは対照的に、飼料作物
を取り入れたノーフォークの四輪作体系によって穀物収量が増加した。イーストアングリアでは、永
年放牧地にかわって大麦栽培地を拡大し、さらに収量の高い飼料を栽培する目的でカブが導入された。
カブは冬期に利用する飼料として夏期に播種された。したがって飼料作物は、より多くの家畜を飼育
するために導入されることになり、穀物作としての有利性はその後に生じた。しかしながら借地農が
費用の面で、とくに労賃によって経営が圧迫されているにもかかわらず、労働集約的な新しい飼料作
物を導入しようとするのは、逆説的なことであるようにみえる。この点から飼料作物は費用を下げる
ことを目的に導入されたわけではないようである。
穀物産出量の増加は費用の増加をもたらし経営を圧迫した反面、農業経営の発展をもたらした。こ
の発展のきっかけは、軽土質土壌で穀物作を行っていた借地農によってもたらされた。この借地農の
農業経営は、ミッドランドの重粘土質土壌で農業経営をする借地農に影響を与えた。ミッドランドで
は借地農は畜産や酪農に特化することをめざしていたが、穀物作が進展していたため、地主は所有す
る耕地を牧草地にすることを拒否した。この結果 1650～ 1750年には穀物作の中心地が、重粘土質
土壌や水はけの悪い土壌（イングランドの古くからの穀物地帯）から、それまで荒れ地や共有地であ
った軽土質・砂質・ローム質土壌へと移動した。これとともにイギリス全体の面積当たりの穀物産出
量の増加が起こった。とくに軽土質土壌の地域は穀物生産に最も適した地域となり、その一方で牧草
の方も乾燥した荒れ地よりも、水分が保持される粘土質土壌においてよく生育したので、牧草の品質
も改良されることになった。
次に囲い込みである。ウォルディ（J.R.Wordie）による推計では、イングランドの土地の約 45パ
ーセントが 1500年までに囲い込まれ、1600年までにその比率が 47パーセントに上昇し、1700年ま
でに 71パーセント、1914年までに 95パーセント以上となったという 34）。これらの数字から様々な
疑問が生まれる。たとえば、政治的な反対があったにもかかわらず、着実に囲い込みが起こったのは
なぜか。17世紀に囲い込みが多くなるのはなぜかという問題である。ウォルディの数字から確認で
きることは、18世紀までの数世紀にわたって漸次に行われた囲い込みが、開放耕地での営農を減少
させたこと、そして 1760年頃に本格的にはじまった議会囲い込みの時期には、かなりの土地がすで
に囲い込まれていたという点である 35）。
1604年にはじめて議会法による囲い込みが行われたが、それが多く行われるようになったのは
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1750～ 1830年頃であった。この時期に 4,000以上の法令が議会を通過し、少なく見積もっても約
680万エーカー（すなわち、イングランドの総耕地面積の 21パーセント）の囲い込みが許可されて
いる 36）。このような議会囲い込みと農業革命がほぼ同時に進行していることは、相互の因果関係を
連想させるものとなった。たとえばマクロスキィー（D.N. McCloskey）は「18世紀後期は、開放耕
地体系を解体するにあたって、その有効な手段として議会が広範な強制力を付け加えたので、イギリ
スにおける囲い込みの全盛期となった」と記した 37）。しかしながらマクロスキィー以前のプロセロ
やレナド（E.M.Leonard）はすでに囲い込みが 18世紀の議会運動に限定されたものでないことを指
摘している 38）。たとえばレスターシアでは 1730年までに、数世紀もかかって囲い込みが行われてき
たが、それとほぼ同規模の囲い込みがそれ以後約 100年も経たないうちに達成された。おそらく議
会囲い込みが初期の段階で非常に効果のあった地域は、すでにそれまでに囲い込みへの準備ができて
いた地域であったと考えられる。一般的に議会囲い込みが高い頻度で行われたのはミッドランド南部
と東部であり、この地域以外ではあまり急速な進展はみられなかった。1760年代と 1770年代に、ミ
ッドランドにおける粘土質土壌の地域は議会法によって囲い込みが進行し、大部分の耕種農業が牧畜
業へと転換した。借地農や地主は、すでに共有地がほとんど残っていなかったために囲い込みができ
ず、したがって開放耕地農業によって収入を増加させようとした。そのために牧畜業への特化という
農業形態の転換があったとみられる。
しかし 1790年代末にこの状況はかなり変化した 39）。1793年から 1815年までのフランス革命戦争と
ナポレオン戦争において食料価格は急騰し、囲い込みはこの変動に応じて変化していった。囲い込み
の目的は、軽土質土壌地域における既存の耕地を改良することであり、経済的地理的限界地へと耕地
を拡大することであった。しかしながら多くの研究者は開放耕地の囲い込みに関心が向きがちとなり、
囲い込みの一般的な趨勢が、耕地の再編成というよりも、土地改良をめざしていたという事実を見逃
しがちであった 40）。議会囲い込みの 86パーセントは 1830年までに行われ、残りの 14パーセントは
1914年までに行われた。しかし、それは農村地域のどこでも一様に行われたわけではない。ウェール
ズとの国境地域であるイングランドの南東部や南西部では議会囲い込みが行われていないし、対照的
にオックスフォードシア、ノーサンプトンシア、ケンブリッジシアなどの各州の半分以上は、議会囲
い込みが行われた。そして同一の州内においてさえ、かなり多様な展開をみせている 41）。
共有地の囲い込みは、農業形態に変化をもたらした。生け垣や柵によって保有地が分割されること
によって、既存の農業体系が別の体系に変わり、農業が村落を基準にというよりも個別経営を基準と
したものになったからである。そして農業と土地保有の構造の変化がもたらされ、これによって農業
実践上の改良が引き起こされたと一般的にいわれている。プロセロの表現によれば、「カブ、クロー
バー、牧草にすぐに対応できる土壌の地域では、これらの新作物によって利益が生み出せるように囲
い込みが行われたのである。この典型的な例がノーフォークの軽土質土壌地域であった」42）。開放耕
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地体系は農業産出量の増加をもたらすことなく、それに対して囲い込み地における農業は産出量増加
をもたらしたという仮説が、周知のものとなっている。しかしながら、この仮説は疑わしい。実際に
囲い込みの直後に、必ずしも農業体系が変化したわけではなかった。とくに囲い込み以後であっても、
農業に従事していたのは、以前に開放耕地で農業をしていたときとほぼ同一の農民であり、考え方も
ほとんど変わっていなかったので、囲い込みが農業における技術的非効率性を解消できたとは必ずし
もいえない。たとえばダラムでは、囲い込みは単に三圃制（二作物と一休閑）という伝統的な農業体
系を広めたにすぎない 43）。また 1811年にウィルトシアにおいて所領管理人が語っていることによれ
ば、囲い込みは農民が進んで技術革新を実行しようとするときにのみ改良をもたらすことができ、
「共有地農業は土地を良くすることはないけれども、少なくとも悪化することを防いでいる・・・個
別土地保有は良い農民をさらに良くしているが、悪い農民をさらに悪くしているといえる」44）。さら
に地域によっては、開放耕地の農民が新作物の導入をしたというところもあり、開放耕地体系は農業
効率の最大化をめざしていたと推論できないこともない 45）。ノーフォークでさえ囲い込みの後に引
き続いて、農業改良が起こっているとは認められない。実際に、土地の開墾は囲い込みに関わりなく
みられる現象であった 46）。
囲い込みが農業生産にとってそれほど重要なことでないとすれば、地主はなぜ、それを実行するの
に苦心し費用をかけたのであろうか。その一つの理由は、地代を上げるためということである。囲い
込みは土地貸借契約の再交渉の機会を与え、ほとんどの地主は開放耕地から得られるよりも高い地代
を、囲い込み地の農業に対して要求した。囲い込みを収入増加の機会という視点からみている地主も
いた。たとえば 1795年にリンカンシアのハイバルドストーにおいては、囲い込みによって地代増加
がはかれる詳細な計画が作成された。また 1787年から 1796年までの間に行われたノッティンガム
シアにおける５つの囲い込みは、それによって期待できる地代増加を反映したものであった 47）。実
際にノーサンプトンシアとハンティングドンシアのフィッツウィリアム伯爵（Earl of Fitzwilliam）の
所領においては、新しい道路・柵・生け垣の費用を考慮に入れても、所領の７つの事例を厳密に計算
すると、全体の収入は約 16パーセントも上昇している 48）。チェンバースとミンゲイによれば、「お
そらくミッドランドでは、エーカー当たり約７シリングから 15シリングへの地代の倍増は、囲い込
みによって、ごく一般的にもたらされたものであった」とされる。さらにリンカンシアやウィルトシ
アでは地代は約３倍となった 49）。
プロセロが農業改良の核心は囲い込みであると主張したのは、正当なことであったのかもしれない
が、その展開過程はプロセロが考えたよりもかなり複雑なものであった。長期的には囲い込みは農業
改良を促進した要因であったのかもしれないが、短期的には囲い込みが技術革新を推進したという直
接的な根拠はない。したがって囲い込みは地代増加を目的として、地主と借地農との再契約の機会を
与えるものであったということができる。
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３　土地所有と農業規模
技術革新と囲い込みは、農業革命を推進した基本的な要素としてみなされてきたが、それらに関連
した地主の存在や農業規模もまた重要な問題であった。プロセロによれば、「18世紀の農業革命を先
導したのは大地主であり、最初に改良に着手したのは大借地農であった。この二つの階層は、自分た
ちの資本の最も効率の良い投資対象が土地であることがわかっていた」50）。この見解はブレンナー
（R.Brenner）によって継承され、18～ 19世紀のイングランドの農民が、ヨーロッパの、とくにフラ
ンスの農民に比べて、改良による成果をおさめたのはなぜかということを説明する場合に使われた。
ブレンナーによれば、イングランドの地主は君主制と比較的安定した関係を保ち、（フランスのよう
に）利害の衝突がなく、君主との関係で土地所有が保障されていた。これによってイングランドの地
主は、自分の土地資産を強固なものとすることができた。17世紀後半までに、大所領の領主は耕地
の 70～ 75パーセントを支配していた。そしてこの地主は大農場を生み出し、その大農場を、自由
な労働市場から誕生した借地農や、投資をする余裕のある資本主義的な借地農に貸し付けた。借地農
に課せられた地代も賦課金も法外なものではなかったので、農業改良は可能となり、実際に行われた。
この点で農業生産性の上昇は農業階層に基づいたものであり、これがイングランドを工業化へと押し
進めていく条件を生み出していった 51）。ブレンナーはイングランドと大陸の違いが際立っている原
因は、イングランドでは「農業革命を推進した資本主義的な貴族の興隆があった」からであると指摘
した 52）。ブレンナーの主張以前の 1966年にチェンバースとミンゲイは「全盛期にはイングランドの
地主・借地農体制は、かなり効率的で順応性のあるものであった。とくに大陸における保守的な農業
に比べれば、格段にそうであったといえる。そしてそれは 18～ 19世紀において大飛躍を遂げた農
業の根本的な枠組みを用意した」と説明した 53）。
19世紀後半のイングランドでは大多数の土地は大所領経営下に集中していた。当時のトクヴィル
（Alexis de Tocqueville, 1805-1859）やカードによれば、これは農業や工業の変動によって生ずる当然
の帰結とされた。そして大所領は 17～ 18世紀の間に小所有者を犠牲にして成立してきたという見
解はマルクスによって展開され、多くの研究がそれを継承した。たとえばハバカク（H.J.Habakkuk）
は、1688年の名誉革命後の約 50年間に時期を限定し、農産物価格、重税、法律（とくに限嗣相続財
産設定 strict settlement）に基づいて、土地供給が制限されていたと述べた。そしてその後、18世紀
中期までに大所領と借地農という体制が誕生したと説明した 54）。しかし現在では、このような展開
は数十年というよりも数世紀にわたって起こったものであり、しかも地域によってかなり多様性のあ
ったこともわかってきている。現在では多くの地域研究によって、17世紀中頃から 19世紀後半まで
の間に起こった所領の整理統合の様々な形態が明らかにされている。したがって、土地が大所領へと
統合されていったことは確かであるが、この過程は従来まで考えられてきたように、1750～ 80年頃
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までに完了したわけではない 55）。
伝統的な見解によれば、17世紀中頃に自作農として自分の土地で働いていた小土地所有者は徐々
に自分の保有地を失い、借地農あるいは賃金労働者へと変わっていった。自作農は 17世紀後半には
イングランドの耕地の約 33パーセントを所有していたが、1870年代までには 10～ 12パーセントほ
どに低下していたと考えられてきた。自作農の消滅は、大所領の集積と小農民の減少（おそらく非効
率であったため）とがほぼ同時期に起こったためであるとされる。したがって 18世紀後半までに農
村地域では、資本主義的な階層関係が支配的になったという結論が出された 56）。しかしながら、伝
統的な見解は、大所領の整理統合の時期が不明確であるので、疑問となる点が多い。たとえば、自作
農は消滅していったわけではなく、多くの地域で残存している。囲い込みが行われた後でさえ、バッ
キンガムシアやウォリックシアなどの州では、小土地所有者が消滅するようなことはなく、さらにそ
の他の粘土質土壌地域においても同様であった 57）。現在では収集された多くの史料から、二つの点
が明らかになっている。第一に、囲い込みによって土地所有者が変わったことは確かであるが、これ
が小土地所有者の消滅と同一であるとはいえない。第二に、多くの小土地ではナポレオン戦争中に土
地所有者が変わったことは、ほぼまちがいない。たとえばバッキンガムシアでは、囲い込みが行われ
た２～３年間で、土地所有者が変わってしまった割合は、30パーセント以上であり、年間平均では
40～ 50パーセントであったとされる 58）。
もし大所領への整理統合が従来考えられていたほど起こっていなかったとすれば、農業は停滞した
ことになるのであろうか。プロセロによれば、「新しい農業体系は、優秀な知識と知性をもった新し
い借地農階層を引きつけるような大保有地が必要であった。大保有地であれば資本がより有利に運用
され、肉や穀物が大量に生産され、生産物を安価にするような機械の助けがかなり得られる」59）の
であった。大農場の借地農は農業改良を実践し、小農場よりも高い生産性を達成できた。ヤング
（Arthur Young, 1741-1820）はこのような大農場を賛美し、「小農場は借地人や社会にとって、その生
産が貧弱であるというだけでなく、どちらかというと人々にとって有害なものである・・大農場は、
生産に関して最も利益をもたらすものであり、土地の面積や価値の実現という点で最も恩恵をもたら
すものである」60）と語った。
しかしながらヤングやプロセロの見解から三つの疑問が生まれる。第一は大農場とは具体的にどの
ような農場をさすのか。第二は農業において規模拡大があったのか。第三は農業革命において大農場
はどの程度重要になったのかという点である。当時はしばしば農場に関して大か小かという用語が使
われたが、それらはほとんど厳密に定義されていない。ヤングは「大小という用語は、ほとんど正確
に使用されていない」と記述し、自らは 300エーカーを大農場の最小限度の規模とみなした。しか
しヤングと同時代人であったバチェラー（Thomas Batchelor）は最小限度を 200エーカーと考える一
方で、マーシャル（William Marshall, 1745-1818）は 1777年に 100～ 500エーカーを中程度（mid-
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dling）とよび、1796年には 100～ 300エーカーを中規模（middle cast）とよんでいる。これらの主
張の共通部分をとると、大農場の最小限度の規模は 100エーカー以下ではないと考えてよい。確か
にヤングは 100エーカー以下の規模の農場を優良な農場とは考えていなかった 61）。
第二は、農業において規模拡大があったのかどうかということである。トーニー（R.H. Tawney,
1880-1962）は大所領や大農場が現れたのを 16世紀とした。しかし、トーニーの研究とは逆に、オ
ウスウェイト（R.B.Outhwaite）の研究では 16世紀における小農の急増も指摘され、「小農場の数は
減少よりも増加したということの方があり得る」という結論が下されている 62）。もっとも 18世紀で
は農業の規模拡大の事例が数多くある。たとえばスタッフォードシアとシュロップシアでは、1714
年から 1832年までの間に、20エーカー以上の規模の農場に限れば、平均規模が 83エーカーから
147エーカーへと拡大している 63）。アレン（R.C.Allen）は、ミッドランド南部では 18世紀中期頃に
実質的な規模拡大があったと説明する。17世紀初頭には開放耕地の 32パーセントが、100エーカー
ないしそれ以上の規模の農場によって保有されているにすぎなかった。しかし 1800年までに開放耕
地の 85パーセントが、このような農場によって保有されるようになっていた 64）。ラクストンでも同
様の展開がみられ、100エーカーないしそれ以上の規模の農場が 1736年には全体の 44パーセント、
1789年までに 51パーセント、1820年までに 60パーセントへと増加した。レスターシアにおいても、
17世紀を通じて農場規模は着実に拡大した 65）。しかしながら、このような展開がどこでもみられた
わけではない。たとえばリンカンシアの南部では、1770年から 1850年までの間に農場規模にほとん
ど変化はみられなかった 66）。
18世紀と 19世紀を通じて規模拡大が漸進したことは疑う余地はないが、その速度と拡がりについ
ては検討の余地がある。Board of Agriculture（以下は B.A.）による農業調査における農業状況報告で
は、1900年頃にベッドフォードシア・チェシア・デボン・ドーセット・シュロップシア・スタッフ
ォードシア・ウィルトシアを含む多くの州での土地占有について書き記している 67）。そしてノッテ
ィンガムシアやノーサンプトンシアを含む 16の州において、引き続き小農場の存在が優勢であった
と記されている 68）。さらに、たとえ小農場の減少があったとしても、それは単に大農場が増加した
というのではなく、地域によって状況は様々であったということである 69）。当時においては、技術
革新は大農場で起こったのであり、そのような農場の土地は囲い込みによって有効に利用されるよう
になったと考えられていた。したがって一般的に大農場は、自作農および小借地農の消滅と議会囲い
込みの進展とが結合した結果、生まれたものであるとされた。この点から囲い込みを促進する要因の
一つは、地主が高地代を生み出すような効率的な農場にしたいという欲求をもち、最新の農業技術を
取り入れたことであるとされてきた。
しかし、この見解には問題点がある。すなわち囲い込みの対象となった土地は、そのまま大農場へ
と統合されていったわけではなかったからである。たとえば 1794年にノーサンプトンシアから B.A.
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へ調査報告書を送ったドナルドソン（John Donaldson）は、囲い込まれた土地は既存の借地農に対し
て小地片ごとに貸し付けられていると記している。小農場の減少と議会囲い込み運動との間が必然的
に結びつくことはなく、実際に大所有者が土地を集積して大農場になったという根拠はほとんどない
のである 70）。なるほど、このようなことは実際に起こったのかもしれないが、論証がなされていな
い。従来までよく使われてきた根拠となる事例は、18世紀のミッドランド南部であった。そこでは
囲い込み地だけではなく、開放耕地においても、農業の規模拡大が起こった。このような農業の規模
拡大は、実際にはきわめて限られた地域で起こっていたにすぎない。土地の集積傾向は 19世紀にも
続いたが、小農の排除が同時に起こったわけではない。大農場はミッドランド南部やイースト・アン
グリアの各州においてみられることもあったが、ミッドランド北部や南西部では小農場が優勢であっ
た 71）。1878年にカードは、100エーカー以上の借地農場は全体の 18パーセントにしかすぎず、70
パ－セントは 50エーカー以下であったと算定している 72）。
第三に、大農場は農業技術の展開に影響を及ぼしたのか、そして規模拡大の速度は、技術革新の導
入に影響を与えたのかという問題である。ヤングは大農の利点を称賛したが、ヤングの依拠した史料
によれば、大農と小農では面積当たりの資本の投入に実質的な違いがあったわけではなく、大農が小
農よりも革新的であったという根拠はほとんど見当たらない。したがって大農場はそれほど高い利益
を生み出しているわけではないことがわかる 73）。コークの農場は大農場として象徴的な存在となっ
ているが、それはコークが当主になる以前から大農場であったのであり、この意味で代表的な農場と
はいえない 74）。さらに当時は大農場は利点だけでなく欠点ももったものとみなされていた。ケント
（Nathaniel Kent,1737-1810）やマーシャル、そしてその他の多くの農業著述家は、理想的な姿は、農
業規模にとらわれず、資本の有用性や農業の特質といった点による様々な要素が組み合わさったもの
であると説明している。長期的にみて農業規模が拡大したことは確かであるが、囲い込みと農業規模
の拡大との相関関係は、不明なままなのである。
農業規模が拡大するにともない、地主と借地農との間で結ばれる借地契約は、その重要性を増した
と考えられる。一般的に 18世紀の農業著述家は、借地農を保護し、農業改良の機会を与えるという
理由で、長期借地の契約に賛成していた。その根拠となる事例はノーフォークでのそれであった。し
かしながら、実際にフランス革命・ナポレオン戦争（1793～ 1815年）という不安定期に、多くの地
主はインフレーションが進行したにもかかわらず、地代を引き上げることができなかった。そのため
地主は長期借地契約に反対し、地主が借地契約を解約してしまった地域でも農業生産が著しく非効率
になったということはなかった。借地農こそが農業改良の担い手であるという農業著述家の主張にも
かかわらず、長期借地契約は少なくなっていった。19世紀を通じて、長期契約は年毎の短期借地契
約へと変わっていった。年毎の短期借地契約の方が地主にとっても借地農にとっても都合のよいもの
となった。このような借地契約によって借地権が確定するようになり、借地権は借地農による改良投
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資費用の未償却部分の補償となった。これによって借地農は新しい肥料を導入し、農業改良の試みに
着手できるようになった 75）。その一方で地主は、高い地代を設定するようなことはなかった。たと
えばコークの所領では地代を高く設定するようなことはなく、またスタッフォード侯爵（Marquis of
Stafford）領においても、1830年に低く地代が設定されたために農業が進展したと所領管理人は書き
記している 76）。一般的に地主は借地農による農業経営を助けようと努めたようであり、地主と借地
農の協調的な結合によって、進歩的な農業が遂行されたと考えられる。
借地契約による土地の所有と利用の結合は農業進歩にとって重要な役割を果たしていた。一般的に
借地契約は三者の連名で交わされた。つまり地主、借地農、そして所領管理人である。イングランド
の農業進歩の多くの要因が、地主と借地農との結合関係に依存しているとすれば、この結合関係を推
進した所領管理人の役割は見逃せないのである 77）。
４　土地管理と所領経営の維持
所領経営においては、すでに 18世紀前半頃までに専門的な土地測量査定士（land surveyor）が雇
用され、出納簿が記帳されていた。それによって所領経営は詳細なものとなり、管理水準は上昇して
いた。とくに囲い込みの実施にあたって、土地の測量を専門に行う土地測量査定士という職種の人々
が必要とされ、土地測量査定士の数は増加していた 78）。当時の土地測量査定士のなかでも、ロレン
ス兄弟の事例は代表的なものである。弟のエドワード・ロレンス（Edward Laurence、以下はエドワ
ード）は土地測量査定士 79）であり、1727年に The Duty of a Steward to his Lord , London.という著
書を執筆している。この著書は、農業技術や土地改良の方法のみではなく、土地管理の方法をも明ら
かにしたものである。この著書では小保有地を集中させて大農場を生み出す利点が強調され、開放耕
地や共有地の囲い込みの効用が説かれている。
エドワードは、さらに借地契約のあり方も問題にしている。エドワードは各所領の執事（steward）
が率先して、個々の断片的な囲い込みを防止し、コピーホールド（謄本土地保有）をリースホールド
（定期借地）に変え、土地が混在しているフリーホールド（自由土地保有）を買い上げるべきである
と説く 80）。リースホールドは当初、世代借地（leasehold for lives）であり、借地農は借地契約で謳わ
れた世代（三世代）の存続期間中は、相続する権利をもっていた。したがって地主の側では地価高騰
時に地代を引き上げることができないし、その一方で借地農の側は契約期限の末年に略奪農法を行う
ので、地力が減退してしまうという欠点をもっていた。そこで、世代借地は実際に定期借地（lease-
hold for years）へと移行していった。これは借地の期限を７～ 21年間に設定するものである。しか
し、土地を次の借地農にとって良好な状態に保つためには、これだけでは不十分であり、借地契約に
は借地農の耕作の自由を制限する条件が付けられた。借地契約には、借地農が作物栽培および土地利
用などに関して、詳細な点に至るまで、守るべき義務や制限が盛り込まれ、それに違反した場合の厳
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密な罰則規定も設けられていた。このような契約を交わすことによって、地代の増収を目的にした農
業改良を進めることができた。したがって執事は、所領の地代収入のみではなく、作物栽培や土地利
用に関して、関心を寄せざるをえなかった。このような当時の状況をふまえて、エドワードは執事に
対して作物栽培や土地利用に関して注意を払うように促している。
農業社会の変動にともない、執事の役割は重要性を増していく。ある地主貴族は「土地管理の執事
は、他ならぬ私の仕事をしてくれ、館で寝食をし、私の仕事部屋ですべてのことを処理してくれる絶
対不可欠のもの」と、その重要性を強調している 81）。Eden, Peter ed., Dictionary of Land Surveyors
and Local Cartographers of Great Britain and Ireland,1550-1850 (Folkestone, 1979).によれば、18
世紀中期以降、所領経営に関わった執事の数は、イングランド全体で約 2,700～ 3,000人いたと推計
されている。そしてこのような執事のなかから所領経営の専門家と認められる人物が現れる。その代
表的な人物が前述のケントである 82）。ケントは所領の管理に着手する場合、まず所領を見聞し、ど
れだけ収入が見込めるかという業務を行っている。つまり測量査定（survey）、見積り評価（valua-
tion）、そして評価見直し（revaluation）である。見積り評価という業務には当然、分散している所
領を合理的で収益の見込めるように配置するという業務が付随している。その上、種々の農業改良も
構想しなければならなかった。そして、最も重要な業務は、借地人との貸借契約の策定であった。ケ
ントは「貸借関係を拒否している地主は、単に借地農を服従や従属の状態においておきたいためだけ
であり、そのような行為は許しがたいものである。なぜなら、そのような地主は単純な満足を求めて
いるだけであり、実質的な利益や地域の進歩や繁栄に寄与しようとする広い考えは、もちあわせてい
ないからである」83）と述べる。ケントは貸借契約を結び、その条項を通じてのみ、地主が望む（実
質的には執事が望む）農業改良の実行を借地農に促すことができるので、その結果、地代の増収がも
たらされると確信していた。ケントの著書によれば、18世紀末においてイングランド東部地方では、
定期借地の詳細な契約条項がかなり浸透し、その結果、農業の経営基盤が安定し、最近の 50年間で
評価額が倍増した所領が多くみられるという 84）。ケントの活動は徐々に専門職業化していき、ある
特定の所領において雇用されるのではなく、多くの所領を対象にして、業務を請け負っていくという
形態が取られるようになる。ケントは 1788 年頃に B.A.の土地測量査定士であるクラリッジ
（J.Claridge）とピアース（W.Pearce）とともに、ロンドンで事務所を構えて、管理業務を請け負って
いる。この事務所の業務は、ケントが単独で活動していたときの内容に、土地売買の仲介という業務
を加えている。18世紀末頃から土地測量査定士が手数料制に基づいて土地の見積りや評価を行い、
管理業務にまで進出している。そしてそれと同時に、土地取引の増大に対応して土地測量査定士と不
動産仲介業が相互に結びつく傾向が現れ始める 85）。
多くの地主は所領管理人（執事の役割の延長上にある）の存在、あるいは、所領管理人が運営をす
る大所領の事例を通して、所領の発展に目を向けた 86）。地主は、たとえ借地農が所領管理人を無視
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して地主と直接的に交渉しようとする場合でも、交渉は所領管理人を通して行うように要望し、所領
管理人を支援している。地主は所領全体の運営を遂行するのは所領管理人であり、地主自らは資金支
出の最終決定だけを下すような体制をつくることが必要であると考えていた。しかし所領管理人がそ
の役割を果たし、所領の発展があったとしても、それを計測することはきわめて困難なことであった。
あえてその目安となる基準を探すとすれば、所領がどの程度まで経済的に効率よく運営されたかどう
かであろう 87）。
地主の収入の中心は、いうまでもなく地代である。地代は 1750年から 1850年までの間は全体的
に上昇したが、ナポレオン戦争後の約 20年間は下降傾向にあった 88）。地代は農産物価格の動向に左
右され、その上昇も決して一様ではなかった。地代収入を構成する最も大きな部分は、一年ごと、あ
るいは半年ごとに支払われる自由保有権地代であった。しかし慣行的借地農や謄本土地保有農がまだ
存続しているところでは、地主は名目地代だけを徴収していた。三世代借地契約を結んでいる所領の
地主と同様、これらの地主は、地代収入を補うために契約更新時に受け取る礼金を当てにしていた。
1750年から 1790年までの間、地代は上昇したが、これは囲い込みの動向にかなり依拠していたので、
地域的に一律に上昇したわけではない。囲い込みの影響を受けなかった土地では地代の上昇はほぼ
40～ 50パーセント程度であった。
地代とは別に、地主の主要な収入源となっていたのは、自家農園からの売り上げ、材木や鉱物のよ
うな所領の産出物の販売、都市部に所有している土地や建物からの地代収入などであった。自家農園
（菜園）はたいてい赤字で運営されていたが、地主がごく小さな農場を維持する主要な目的は利益を得
ることではなく、自家消費用の食料を得ることであったからである 89）。木材資源はかなりの収入をも
たらしたので、収入を補う手段として、あるいは負債を帳消しにする手段として利用された。たとえ
ばベッドフォード公爵の所領では、森林や植林地からの売り上げが毎年にわたって全体の収入を補っ
ていた。1816年から 1855年までの間で総額 415,000ポンドの売り上げがあり、全収入の約 24パーセ
ントを占めていた 90）。地主はまた財政状態を改善するため、上記以外の様々な資金源を求めた。結婚
と相続も地主の有力な資金源となっていたので、所領管理人は地主のために相続する資産や持参金の
多い結婚相手を探して奔走した 91）。
これらの収入に対して、地主の支出は大まかに三つに分かれる。すなわち強制的な支出、必要な支
出、そして任意の支出である。強制的な支出とは、税金や十分の一税とともに、貸借契約が結ばれた
資産の貸借料に課せられる税金などが含まれる。必要な支出とは、資産の修繕費にあたるものであり、
財政状況が厳しいとき、あるいは放漫な所領経営が行われているときには無視された。任意の支出と
は、遺言の結果として所領から支払われる遺贈財産や証券とともに、家具調度品、持参金、寡婦給与
から、土地購入・所領改良・産業開発などへの投資、さらにカントリーハウスや庭園の大規模な増改
築、選挙費用、競走馬の維持などにまで及んだ 92）。
18～ 19世紀イギリスにおける「土地管理」の形成 17
強制的な支出の税金とは主に地租であった。これは 1798年までは毎年徴収され、永久的に課せら
れ、政府が歳入を補填するために査定し徴収する税金であった。しかし 1799年から 1816年までの
間と 1842年以降は、主な税金は所得税となり、これは各地域ごとに査定された。地租と所得税の合
計額はそれぞれの地域で異なっていた。たとえばコークの所領では、1807年から 1816年までの間に、
地租と財産税（すなわち所得税）が納入されたが、それは地代総額の 13.2パーセントに相当した。
またベッドフォード公爵の所領では、1816年から 1856年までの間に、総収入 1,717,757ポンドから
税金として合計 237,179ポンド、つまり総収入の約 13.8パーセントが支払われた 93）。税金はすべて
地主が負担したわけではなかった。一般的に借地農が地方税を負担し、地主が国税を支払っていたが、
この区別は厳密なものではなかった。農業が困難な状況にある時期には、地主は税金の負担を一時的
に肩代わりすることによって借地農を助け、その一方で、農業が順調なときには、地主は負担のかな
りの部分を借地農に転嫁した。
税金のなかでも十分の一税の体制を変革しようとするきっかけは、囲い込みによってもたらされた
94）。囲い込みによって、一括して金納すること、あるいは、土地の一部を十分の一税の取得権者に分
割することによって、それまでの物納であった十分の一税をかえてしまうことができた。それは十分
の一税の価値が、共有地あるいは荒れ地の方が開放耕地よりも低かったからである。さらに十分の一
税取得権者は囲い込み後の収益性を容易に見積もることができないため、生産物の一部が売却されて
から税金を受け取ることを好んだからである。推計によれば、1757年から 1835年までの間に通過し
た囲い込み法の 70パーセントは、十分の一税の金納化の条項を含んでいる 95）。囲い込みによって
1836年の十分の一税金納化法（Tithe Commutation Act）への道が開かれた（金納の基準には、過去
７年間における収量の十分の一の平均がとられる）。地主は金納化による物納の免除によって恩恵を
受けた。カードはソールズベリー平原の状況について記し、金納化法が議会を通過して以来、広範囲
の土地が耕作されるようになったと言及し、「その土地から生み出された農産物の増加は、ほとんど
借地農の努力の成果である」と述べている。「したがって、十分の一税の金納化は地主にとって大き
な恵みとなった」96）。
1800年時点での概算によれば、地租と修繕費は粗収入の約 15.5パーセントを占めていた。1815年
以降には農業改良は費用のかかるものとなり、負担をかなり増加させた。たとえばコークの所領では、
支出は 1776年に約７パーセントであったが、1786年には 20パーセント、1796年には 15パーセン
ト、1806年には 22パーセントとなった 97）。そして債務をかかえている地主は、負債の金利が支出水
準を押し上げることになった。この金額がばく大なものに膨れ上がった所領もある。デボンシア公爵
（Duke of Devonshire）の所領では、利子と年金支払いだけで 1814年に 44,000ポンド（総収入の約
60パーセント）に達し、1844年には 54,000ポンド（約 55パーセント）、1850年代初頭には 28,000
ポンド（約 30パーセント）となっていた。
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18世紀後半から地主の負債の状況は以前よりもさらに深刻化し、巨額となっていた。しかしなが
らすべての地主が、この負担を軽減するように行動したわけではない。たとえば 1776年から 1822
年までのコークの場合、負債額は 188,000ポンドに達していたが、そのうちの約半分は３人の娘が結
婚する時の持参金が占めていた 98）。この結婚も所領管理人が相手をみつけて話を進めたようであり、
コークは負債の増加をそれほど深刻に受け止めていなかったようである。しかし多くの負債を抱える
地主にとって、それに対して有効な対策をとる必要に迫られていった。まずとられた対策は、家計費
を抑制することであった。いわゆる節約である。土地売却や相続動産の処分も、負債を抱える地主に
よって考慮の対象となった。しかし土地売却は明らかに最後の手段であった 99）。なぜなら土地売却
は社会的地位の喪失を意味したからである。この最悪の段階に至る前に、地主は所領の改良や開発に
ついて試行錯誤を重ねた（都市や産業における事業からの収入増加が負債を軽減することになった地
主もいた）。たとえばダラム伯爵（Earl of Durham）の場合は、その典型的な事例である。ダラム伯
爵は所領内の炭鉱の開発を行い、そこから産出される石炭による収入は、深刻な財政難を克服するの
に大いに役立った 100）。しかしながら一般的に地主が所領を開発することによって、財政難をどの程
度まで緩和できたのかは不明である。実際に所領開発は少なくとも短期的には所領の財政負担を増加
させたことはまちがいない。さらに、それまでの負債は、地主が所領経営を顧みないことから生じた
ものであるとは断言できない。著名な農業家である第六代ベッドフォード公爵は農業改良に熱心であ
り、もちろん所領経営にも関心をもっていた。しかしこの結果は皮肉にも農業改良によってばく大な
債務を負うことになってしまったのである 101）。
土地を売却するのではなく、土地を抵当にする借入れという選択もあった。しかしながら、それ
が長期の借入れの手段となってしまえば、借入金を返済しようとする地主の動機は稀薄となったよ
うである。地主にとって年毎の利子を支払うことは比較的容易であったものの、元金を返済するた
めに節約するのは、多くの地主にとって必要に迫られてすることではなくなってしまう。この当然
の帰結として、地主の主要な心配事は負債の返済ではなく、地主の都合を受け入れてくれる貸し手
をみつけることになった。そして 18世紀後半以降では、このような貸し手をみつけることは、さし
て困難なことではなかった。負債を抱える地主がまず頼るのは家族と友人である。とくに家族間の
貸借であれば世間的な体裁を保つこともできた。地方の銀行は、このような地主に貸し付けるのを
嫌がったが、ロンドンにあったいくつかの銀行は貸し付けている。たとえばイングランド銀行は
1820年代に 150万ポンドを地主に貸し付け、さらに銀行家のホー家・チャイルド家・ゴズリング
家・クーツ家・ドラモンド家などは、地主を取引相手にして抵当や証券で貸し付けを行っている 102）。
しかしながら、これらの銀行だけでなく、新しく設立された保険会社が地主にばく大な資金を貸し
付けている。保険会社は巨額で長期の貸し付けを好み、貸付金の返済を短期間で請求することはな
かったものの、利子は定期的に受け取った。1800年頃に抵当貸しに深くかかわったエクィッタブル
18～ 19世紀イギリスにおける「土地管理」の形成 19
（Equitable）社とサン・ファイア（Sun Fire）社は、土地を抵当に取って総額約 776,000ポンドを貸
し付け、「イングランドとウェールズの州の半分が、この２つの会社のどちらかに抵当として取られ
た土地である」103）といわれるほどであった。保険会社は 1826年に法的に貸し付けの権限が認めら
れるやいなや広範に事業を展開し、1850年頃には土地抵当を取って総額約 100万ポンドを貸し付け
るようになった 104）。
この結果、累積的にばく大な負債を抱える地主が生まれた 105）。しかし貸し手は、利子請求額が可
処分所得額と同額となるか、あるいは超える場合でさえ、喜んで貸し付けを続けた。そのために地主
のなかには困難な状況に直面しているにもかかわらず、破綻に追い込まれない地主もいた 106）。結局、
負債によって窮地に陥った地主家族は、ほとんどいなかった。これについて様々な見解がある。主に
三つにまとめられる。まず一つはスプリング（D.Spring）の見解である。スプリングによれば浪費の
拡大は摂政時代（the Regency period,1811-20年）にあり、その後の福音主義（evangelicalism）の流
布によって浪費が削減され、負債は減少傾向となっため、多くの地主は強い責任感をもって、さらに
収入を得ようと所領開発をはじめたという。その結果、さし迫った危機を回避することができ、
1880年代に復活した地主は、その命脈を保つことができ、生活を楽しむことができた 107）。二つはト
ンプソン（F.M.L.Thompson）の見解である。トンプソンによれば 1830年代や 1840年代に地主の没
落があったとしても、ばく大な負債をヴィクトリア朝の地主が負ったわけではない。したがって、こ
の没落は地主を所領開発に駆り立てるような金銭的な行き詰まりを示すものではない。むしろ高額の
負債を幾世代もかなりの長期にわたって地主家族が背負い込んだというのである 108）。三つはキャナ
ダイン（D.Cannadine）の見解である。キャナダインによれば、19世紀中期の数十年間に地主は負債
を減らそうと試みたというよりも、むしろ負債によって生計を立てていたという。19世紀後半の 20
～ 30年間においても、邸宅の建造や農地の取得が相変わらず継続されていたことから、経費節減が
行われたと主張するのは無理がある。多くの地主は積極的に所領の改良を進め、しばしば事業資金を
借入金でまかない、時には都市建造物の建築や鉱山開発の目的で融資を受ける地主もいた。したがっ
て 1840年代や 1850年代よりもむしろ 1870年代に、所領運営に実質的な変化が生じたとしている
109）。この見解をスプリングは受け入れていないものの、農村地域に所領をもつ大地主の行動を示し
たものであるといえる 110）。
いずれにせよ地主の負債について 1878年にカードが手短に述べている。すなわち「所領において
抵当物件を相続していないとか、あるいは新たに抵当に加える必要を認めていないような地主はほと
んどいない」のである 111）。莫大な資金が地主の所領に注ぎ込まれ、保険会社から資金が土地を担保
にすることによってもち込まれた。このため地主は「商業・産業・小売商などの各社会階層の人々の
貯蓄」によって、所領を維持することができたのである 112）。そして所領の維持については、所領管
理人の役割が大きかったことはいうまでもない。
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５　土地管理から環境へ　
イギリスでは 19世紀末まで大土地所有制が継続していた。しかしながら、このような所有制が続
いたからといって、国民経済が停滞したと考えることはできない。それどころか 18世紀中期から 19
世紀中期にかけてイギリスは国民経済の成長を経験し、人口は急増し、農業産出量も増加した。伝統
的な見解では農業を担ったのは、一部の地主が先駆的な役割を果たしたものの、その中心は地主では
なく資本主義的な借地農であるとされてきた。しかしながら、これは農業産出量の増加を理由にして
土地利用に重点をおく見解であり、土地所有構造との関係がやや不明瞭となる傾向があった。さらに
土地の所有者と利用者との関係は、どちらかといえば対立するものととらえられてきた。しかしこれ
までのイギリス農業論を再検討し、近年明らかにされた史料から、実際には必ずしもそうでなかった
ことがわかる。むしろ所有者と利用者との間には協調的な結合関係が築かれていた。
そして、この結合関係は所領を単位にして、専門的に土地管理を行う主体の形成によって成り立っ
ていた。したがってイギリス農業の展開は、土地の所有と利用という側面だけでは解明できない部分
も多い。土地の管理という側面も加えなければならない。前述のように 18～ 19世紀のイギリス農
業では実際に土地管理という側面が重視され、土地の管理主体は大きな役割を担った。イギリスでは
この役割を重視する意識は強く、土地管理あるいは所領管理を専門の職業とする人々が生まれ、さら
にその養成機関（サイレンセスタの農業カレッジ）まで創設されている 113）。
土地所有は地主の社会的地位を保証するものである一方、土地を中心とする所領経営は決して固定
的で静態的なものではない。所領は経済変動に対応して運営されるものであり、農業経営もこのなか
の一部門として位置づけられている。したがって土地の集積や農業改良への投資も、国民経済の変動
によって左右される。そして、農業改良の技術のなかで地代の増加が見込めるのは、囲い込みだけで
あり、その他の技術は投資額に見合った収益が得られなかったようである。さらに結婚や相続を通し
て所領の拡大あるいは維持（時には浪費とみなされることも含む）するために、多額の資金が必要と
なり、地主の多くが多額の負債を背負うことになる。しかし、この負債で窮地に陥った地主はほとん
ど見当たらない。多くは多額の貸付金でまかなわれていた。これには土地を担保にして、主に保険会
社からの借入金が充てられた。こうして 19世紀末まで大所領は維持され、大規模な土地の管理が継
続されていった。
20世紀となって大規模な所領は衰退したが、土地管理という考え方は消えることはなかった。所
領経営において発揮された土地管理という考え方は、20世紀の後半には土地という平面だけを管理
するものではなく、広く環境という空間を管理するものとして受け継がれていった。そして現代イギ
リスの農業環境政策において、土地管理という考え方を基礎に、政策を展開しようとする動きが起こ
っているといえるのである。
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Formation of the Concept of British Land Management
in the 18th and 19th Centuries
Nobuhisa NAMIMATSU
Abstract
In Britain technological changes led the agricultural sector to new level of productivity which could
sustain its economy in the 18th and 19th centuries. It had been argued that these were precisely the
changes which occurred in the British agriculture between about 1760 and 1830, the classic dating of
the Agricultural Revolution. Since the 1960s, however, the arguments on the Revolution has made great
advances, and as researcher has proceeded, the dating of the Agricultural Revolution has become
increasingly obscured. Moreover the relationship between the increase in output and the structure of
landownership has been vague.
According to the latest data, landlords and tenants did not have antagonistic relationship with each
other. Overall landlords sought to help and encourage their tenants without resorting to coercion, and
these amicable arrangements enabled the progress of agriculture to flourish. And the true credit for
agricultural innovation ought to rest with the lesser landowners, with estate stewards and with tenant
farmers. Therefore the role of estate stewards was important for land management. Stewards have usu-
ally received a high reputation for their  work in encouraging improvement. In the course of the 18th
and 19th centuries the position of steward became formalized as agent and professionalized.
No one doubted that from the second half of the 18th century the condition of indebtedness among
landowners had become both more permanent and more grandiose than ever. And yet for all this moun-
tainous debt few families went to the wall, because the insurance companies lent a considerable sum of
money on mortgage. Of course, these mortgages were land. After all estate management by stewards
had been supporting large estates until the end of 19th century. Large estates were gradually declining,
but the concept of land management was remained, and modern agricultural environmental policy
makes use of the concept.
Keywords :  land management, agricultural revolution, estate management, steward, landowner
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